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監査の結果について（公表） 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第２項の規定によ

り監査を行いましたので、同条第９項の規定によりその結果に関する報

告を次のとおり公表します。 
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第１ 監査の概要 

 

１ 監査の種別 

 行政監査（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第２項に規定する事務の執行） 

 

２ 監査のテーマ 

    市民に対する相談業務について 

 

 ３ 監査の目的 

   社会環境や経済情勢が大きく変化するなかで、市民のライフスタイルは多様化し、日常生活にお

いて直面する悩みや不安はますます複雑かつ深刻なものになっている。そのため、本市では、様々

な分野で各種の相談業務を実施している。 

そこで、市民が利用しやすい相談業務が運営されているかに着目し、本市の相談業務の実態を把

握するとともに、市民の目線により相談体制等を検証することで、市民サービスの向上や行政運営

の効率化に資することを目的として監査を実施するものである。 

  

４ 監査の対象及び範囲 

（１）対象（所管局等） 

総務局、財政局、市民・こども局、経済労働局、健康福祉局、まちづくり局、各区役所、病院

局、教育委員会 

（２）範囲 

本市では１１６相談業務が実施されていることが確認できた。この中から、定例的に相談窓口

を開設しているもの、相談業務として独立性があるもの、相談窓口が市民に対して広く開かれて

いるものなど、市民に身近な５３業務を抽出して監査対象とした（表１及び巻末別表）。 

 

５ 監査の期間 

平成２４年６月１日から平成２５年３月２８日まで 

 

６ 監査の主な着眼点 

次の項目を主な着眼点として監査を実施した。 

（１）市民が満足できる相談業務が提供されているか。 

（２）市民に対する利用の案内は適切に行われているか。 

（３）個人情報の保護は適切に行われているか。 

（４）相談員の資質の確保や研修等は適切に行われているか。 

（５）予算の執行は適切に行われているか。 

 

７ 監査の方法 

  関係書類の閲覧、関係職員からの聴取、他の自治体との比較、相談場所等の現地調査
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などを行った。 

 

表１ 監査対象とした５３の相談業務 

所
管 

№ 相談業務の名称 相談内容 

総 
 
 
 

務 
 
 
 

局 

1 市民相談 本市相談の総合案内、日常生活での困り事全般 

2 法律相談 不動産、金銭トラブル、損害賠償、相続、親族、契約など 

3 クレジット・サラ金相談 多重債務・保証人問題などの整理、返済など 

4 
相続・遺言・成年後見相談 
（司法書士） 

相続、遺言、成年後見、不動産登記と手続など 

5 
相続・遺言・成年後見相談 
（行政書士） 

相続・遺言・成年後見、その他契約書など 

6 宅地建物相談 宅地建物の売買や契約など 

7 行政相談 国の行政機関等の業務に関する意見、要望など 

8 外国人窓口相談 外国人市民が毎日の生活で困っていることなど 

9 東日本大震災被災者支援のための避難者相談 避難者の登録、住宅、生活、就労など 

財
政
局 

10 税務相談 租税に関すること及び指導助言など 

市 
 
 

民 
 

・ 
 

こ 
 
 

ど 
 
 

も 
 
 

局 

11 東日本大震災避難者支援総合相談 避難者の住宅・就労・福祉など生活全般 

12 犯罪被害者等支援相談 犯罪被害者等の悩み、各種支援施策等の情報提供 

13 交通事故相談 交通事故に係る損害賠償や保険手続、示談方法など 

14 
女性のための総合相談 
（ハロー・ウィメンズ１１０番） 

夫婦、家族の問題、生き方、人間関係、ＤＶなど 

15 再就職のための個別キャリア相談 キャリアカウンセリング、面接対策など 

16 人権相談 差別、いじめ、虐待、日常の人権に関する問題など 

17 女性相談 女性の抱える夫婦・親子間のトラブル、経済問題、育児など 

18 発達相談 発達障害やその疑いのある方の健康、生活、就労など 

19 家庭児童相談 子育て、児童に係る家庭の人間関係など 

20 こども教育相談 いじめ、不登校、非行など多種多様な教育関係全般 

21 母子福祉センターサン・ライヴ就業相談 母子家庭等の親の就職・転職など 

22 母子福祉センターサン・ライヴ生活相談 母子家庭等における生活全般など 

23 思春期保健相談 思春期の子どもの性に関する不安や悩みなど 

24 児童相談 子育て、児童の虐待・非行・交友関係・障害・発達など 

25 児童・青少年電話相談 養護、障害、非行、人間関係、社会生活など 

26 思春期保健電話相談 思春期の子どもの身体や性に関すること 
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以下、文中及び表中の「№」に続く数字は、表１の相談業務の「№」と対応させている。 

経 

済 

労 

働 

局 

27 消費生活相談 悪質商法や訪問販売等の契約トラブルや消費生活全般 

28 キャリアサポートかわさき総合相談 労働、生活、住居に関することや就業マッチングなど 

29 かわさき若者サポートステーション キャリアカウンセリングなど職業的自立に関すること 

30 
川崎市住宅相談 
(住まいのリフォームから新築工事相談） 

住宅及びその附帯設備等の修理、増築、改築、新築など 

31 労働相談 賃金、解雇、労働条件、労災など 

健 
 
 
 

康 
 
 
 

福 
 
 
 

祉 
 
 
 

局 

32 老人福祉電話設置相談 ひとり暮らしの高齢者の安否確認及び各種の悩みなど 

33 シルバー人材・いきいき相談 生きがいのための就労など 

34 
認知症コールセンター 
～サポートほっと～ 

ピアカウンセリングによる認知症介護者の悩み全般 

35 禁煙相談 禁煙希望者へのカウンセリングと禁煙指導など 

36 医療安全相談 市内の医療機関に対する患者等の苦情及び接遇など 

37 
動物健康電話相談 
（アニマルフレンドコール） 

動物の健康、飼育管理に関することなど 

38 
障害者相談 
（障害者生活支援センター） 

障害福祉サービス、障害理解、健康・医療、保育・教育など 

39 かわさき障害者 110 番 障害を理由とした差別、障害者福祉サービスの案内など 

40 ろうあ者相談（難聴者相談） ろうあ者・難聴者の家庭生活、社会生活全般 

41 
ほっとらいん 
（自死遺族相談） 

家族を自殺で亡くした遺族等の悩み全般 

42 こころの電話相談 心についての悩み全般 

43 社会的ひきこもり相談 社会的ひきこもりに関すること 

44 思春期相談 思春期特有の悩みに関すること 

ま
ち
づ
く
り
局 

45 まちづくり相談 まちづくりに係る一般的事項に関すること及び情報提供など 

46 
ＮＰＯ住宅相談 
(住宅相談・マンション管理相談) 

リフォーム、バリアフリー、耐震、マンション管理など 

病
院
局 

47 がん相談 がんに関すること、患者への支援、情報提供など 

教 

育 

委 

員 

会 

48 インターネット問題相談 こどものネットや携帯電話利用に関するトラブルなど 

49 教育相談 不登校、学校問題、対人関係、いじめなど学校教育全般 

50 
特別な教育的ニーズのある児童生徒の就学相
談、教育相談 

特別な教育的ニーズのある児童生徒の家庭・学校生活全般 

51 来所面接相談 登校渋りや不登校、子育て上の悩みや不安、友人関係など 

52 電話相談 日常生活、学校生活、子育てなど 

53 24 時間いじめ電話相談 児童生徒のいじめや交友関係など 
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第２ 相談業務の現況 

以下、監査対象とした５３業務の現況について記述する。 

１ 相談業務の概要 

相談内容は、相続、消費生活、多重債務、交通事故、就業、住宅、健康・医療、子育て、心と身

体、いじめや自殺に関するものなど様々である。 

各相談業務の所管部署（本公表文において、所管部署とは、当該相談業務の制度を統括する部署

をいう。）は、巻末別表のとおりである。なお、総務局市民情報室市民の声担当は、市民相談（№

１）のほか、専門知識を必要とする１４業務（№２～№７、№１０、№１３、№１６、№３０、№

３１、№３３、№４０、№４５）について、区役所での実施に係る調整を行っている。 

相談員は、弁護士、司法書士、税理士などの資格・免許、特定分野に関する専門知識、豊富な経

験等を有する者が充てられており、相談方法は、主に面談や電話などであり、一部ではファクシミ

リやメールでも行われている。 

相談日時は、市役所の開庁時間だけではなく、休日や夜間、さらには２４時間体制とされている

ものもあり、相談場所は、市役所、区役所、事業所及び関係施設である。 

利用案内は、ホームページ、かわさき生活ガイド（以下「市民便利帳」という。）、市政だより、

広報パンフレット・チラシなどにより行われている。 

相談に係る料金は、全て無料とされている。 

 

２ 相談業務の実施基準 

相談業務は、法令、条例、規則等に根拠をおくものや、これとは別に相談窓口の運営等に関する

実施基準が要綱や運用マニュアルなどで定められているものがある。 

実施基準では、相談業務の目的、対象者、相談内容の範囲、相談員の資格、相談日時、実施場所

などの基本的事項がおおむね規定されている（表２）。 

各所管部署では実施基準をもとに、ホームページや広報紙などの広報媒体により市民に相談の利

用を呼びかけている。 

このほか、業務委託又は指定管理者により行われている相談業務においても、契約書、協定書及

び仕様書の中でこれらの基本的事項が定められている。 
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表２ 基本的事項の規定状況 

 

No 相談業務の名称 目 的 対象者 範 囲 資 格 日 時 場 所 

1 市民相談 - ○ ○ ○ - - 

2 法律相談（先着順・予約制） - ○ ○ ○ ○ ○ 

3 クレジット・サラ金相談 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

4 相続・遺言・成年後見相談（司法書士） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

5 相続・遺言・成年後見相談（行政書士） - ○ ○ ○ ○ ○ 

6 宅地建物相談 - ○ ○ - ○ ○ 

7 行政相談 ○ ○ ○ ○ - - 

8 外国人窓口相談 - ○ ○ - - ○ 

9 東日本大震災被災者支援のための避難者相談 ○ ○ ○ - ○ ○ 

10 
税務相談（税務相談員による相談） - ○ ○ ○ ○ ○ 

税務相談（税理士税務相談） - ○ ○ ○ ○ ○ 

11 東日本大震災避難者支援総合相談 - - - ○ - - 

12 犯罪被害者等支援相談 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

13 
交通事故相談（専門相談員） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

交通事故相談（弁護士相談） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

14 女性のための総合相談(ハロー・ウィメンズ 110 番) ○ ○ ○ ○ - ○ 

15 再就職のための個別キャリア相談 - - - - - - 

16 人権相談 - ○ ○ ○ - - 

17 女性相談 ○ ○ ○ ○ - ○ 

18 発達相談 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

19 家庭児童相談 ○ ○ ○ ○ - ○ 

20 こども教育相談 - - - ○ - - 

21 母子福祉センターサン・ライヴ就業相談 - ○ ○ - - ○ 

22 母子福祉センターサン・ライヴ生活相談 - ○ - - - - 

23 思春期保健相談 ○ ○ ○ ○ - ○ 

24 児童相談 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

25 児童・青少年電話相談 - - - ○ - - 

26 思春期保健電話相談 ○ ○ ○ ○ - ○ 

27 消費生活相談 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

28 キャリアサポートかわさき総合相談 ○ ○ ○ - ○ ○ 

29 かわさき若者サポートステーション ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

30 川崎市住宅相談(住まいのリフォームから新築工事相談) - ○ ○ ○ ○ ○ 

31 労働相談 - ○ ○ ○ - - 

32 老人福祉電話設置相談 ○ ○ ○ ○ ○ - 

33 シルバー人材・いきいき相談 - ○ ○ ○ - - 

34 認知症コールセンター～サポートほっと～ ○ ○ ○ ○ - - 

35 禁煙相談 ○ ○ ○ - - - 

36 医療安全相談 ○ ○ ○ ○ - ○ 

37 動物飼い方健康相談（アニマルフレンドコール） ○ - ○ - ○ ○ 

38 障害者相談 ○ ○ ○ ○ - ○ 

39 かわさき障害者 110 番 ○ ○ ○ ○ - - 

40 ろうあ者相談（難聴者相談） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

41 ほっとらいん（自死遺族相談） ○ ○ ○ - - - 

42 こころの電話相談 - - - - - - 

43 社会的ひきこもり相談 - - ○ - - - 

44 思春期相談 - - - - - - 

45 まちづくり相談 - ○ ○ ○ - - 

46 ＮＰＯ住宅相談（住宅相談・マンション管理相談） ○ - ○ ○ - ○ 

47 がん相談 ○ ○ ○ ○ - ○ 

48 インターネット問題相談 - - - ○ - - 

49 教育相談 - - - ○ - - 

50 特別な教育的ニーズのある児童生徒の就学相談、教育相談 ○ ○ ○ ○ - - 

51 来所面接相談 - - - ○ - - 

52 電話相談 - - - ○ - - 

53 24 時間いじめ電話相談 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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３ 利用者の満足度、市民ニーズの把握 

利用者が満足しているか、あるいは市民ニーズに沿った相談サービスが提供されているかは重

要な事項である。 

そこで、各所管部署が個別に利用者の満足度を調査しているかを確認したところ、相談員との

会話やアドバイスを通じて悩みが解決されたかどうかなど、満足度に関する調査を行っていた相

談業務は、再就職のための個別キャリア相談（№１５）以外では確認できなかった。再就職のた

めの個別キャリア相談では、①満足したか、②相談内容が期待していた内容と一致していたか、

③悩みや不安の解消につながったか、などの項目について調査していた。 

また、新たな相談窓口の設置、予約制の導入、相談環境の改善など、相談業務に関する市民ニ

ーズを独自に調査している所管部署は確認できなかった。 

 

４ 利用案内 

  （１）本市の利用案内  

本市の相談業務については、市ホームページ、市民便利帳、市政だより、川崎市相談の御案

内その他の広報パンフレット・チラシなど、市民に対して様々な方法により利用案内が行われ

ている。 

①  市ホームページ 

市ホームページでは、川崎市相談の御案内として、５３業務のうち１５業務（№１～７、

１０、１３、１６、３０、３１、３３、４０、４５）が掲載されている（資料１）。「１６ そ

の他の主な相談」では２０項目に分けて相談業務が掲載されている（資料２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 市ホームページの利用案内 
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画面展開： トップページ 「よく利用される情報」 ⇒  届出・手続き・相談 ⇒ 相談窓口  

⇒ 川崎市相談の御案内 ⇒ 16 その他の主な相談 

 

 

②  市民便利帳 

市民便利帳は、毎年度本市が発行している市民生活に関する情報、本市施設の案内、医療

機関情報などが網羅的に掲載されている冊子である。市民便利帳には、各種相談として、「区

役所での相談」「市役所などでの相談」「県・そのほかの機関の相談」「求人・求職就職」な

どのように分野別に掲載されているものと、「川崎いのちの電話（こころのホットライン）」

「自死で身近な人を亡くした方の相談」のように単独で掲載されているものがある（資料３）。 

平成２４年度市民便利帳では、５３業務のうち３９業務（№１～８、１０、１３～１６、

１９～２２、２４～２８、３０～３３、３５～３７、３９～４２、４５、４６、５０～５３）

の利用案内が掲載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ １６ その他の主な相談（抜粋） 
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③  市政だより 

市政だよりは、毎月２回本市が発行する市の施策、行事その他市民生活に必要な情報が掲

載された広報紙である。 

平成２４年５月１日号の市政だよりでは、５３業務のうち１５業務（№１～７、１０、１３、

１６、３０、３１、３３、４０、４５）の利用案内が掲載されている（資料４）。 

 

資料３ 市民便利帳の利用案内 
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④  川崎市相談の御案内 

川崎市相談の御案内（Ａ４判４ページ）は、本市の相談業務が一覧で掲載されている利用

案内のパンフレットで、５３業務のうち１５業務（№１～７、１０、１３、１６、３０、３１、

３３、４０、４５）が掲載されている（資料５）。また、裏面にはその他の主な相談として

５３業務のうち１５業務（№８、１４、２４、２５、２７～２９、３４、３６、４２、４３、

４６、４９、５２、５３）が掲載されている（資料６）。 

なお、所管部署等が独自にチラシ等を作成して利用案内を行っている場合もある（資料７）。 

 

 

 

 

資料４ 市政だよりの利用案内 



                                    

10 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 川崎市相談の御案内の川崎市相談一覧表 

資料７ 所管部署が独自に作成したチラシの例 

 

資料６ 川崎市相談の御案内のその他の主な相談 
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（２）他都市の利用案内 

市民が相談窓口や相談日時等を調べる際に利便性が高いと考えられる他都市の利用案内に

ついて、以下、参考事例として紹介する。 

① ホームページの参考例 

ア 横浜市 

横浜市では、弁護士、司法書士などの面接相談では予約制が採用されており、予約の空

き状況がホームページに掲載されている（巻末資料①）。 

また、「相談のご案内」のページには検索機能があり（巻末資料②）、フリーワード検索

やカテゴリごとの絞込みのほか、応対方法、相談日、相談場所（区）による条件検索も可

能である。検索の結果、該当する相談業務があると一覧表が表示され、さらに詳細ページ

で相談の名称、概要、日時、場所、相談員、応対方法、最寄駅、問い合わせ先などの情報

が画面に表示される（巻末資料③）。 

イ 新潟市 

新潟市では、ホームページのトップページにある「早引きインデックス」の項目の中に

「悩み・相談」があり、これを選択すると案内の画面が表示される（巻末資料④）。市役

所以外の公的機関の窓口も含めて、各種相談窓口が１７項目に分類されており、利用者は

このページを検索するだけで相談窓口を確認することができる。 

② 市民便利帳（ガイドブック）の参考例 

東京都世田谷区では、窓口や手続、施設等を案内したガイドブック「せたがや便利帳」（Ａ

４判約２００ページ）を作成している。平成２４年度版では、区役所以外の公的機関の窓口

も含め、２１の分野に分類された１００以上の相談業務が１０ページにわたって掲載されて

おり、区民に対して幅広い利用案内が行われている（巻末資料⑤）。 

③ 市政だより（広報紙）の参考例 

東京都八王子市では、広報紙「広報はちおうじ」（月２回発行）毎月１日号で、「相談カレ

ンダー」により市が実施する相談業務の名称、日時、会場・問い合わせ先が一覧で掲載され

ており、市民に最新の相談情報が提供されている（巻末資料⑥）。 

④ 相談の御案内（広報パンフレット）の参考例 

札幌市の札幌市相談窓口のご案内の冊子（Ａ４判１４ページ）では、市民の声を聞く課の

相談窓口、区役所広聴係で行っている相談窓口、公的機関の相談窓口、その他市役所の担当

課が行っている相談窓口の４つに区分した上で、さらに分野別に細分類化して掲載するなど、

約３００の相談窓口の利用案内が行われている（巻末資料⑦）。 

また、ホームページから札幌市相談窓口のご案内を印刷することもできる。 

 

（３）案内表示 

利用者が目的とする相談窓口に容易に到達できるようにするためには、庁舎内に適切な案

内表示がされていることが必要である。 

本市の案内表示については、市役所、区役所、その他の相談場所などの建物内の正面玄関や

廊下、相談室の入口等に設置されているが（写真１）、一部には案内表示がされていないもの

がある（写真２）。 
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 写真１ 相談室入口の案内表示  写真２ 相談場所の案内表示のない窓口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 相談業務の名称 

「４ 利用案内 （１）本市の利用案内」のとおり、本市では、様々な広報手段により利用案

内が行われているが、その中には、異なった相談業務でありながら類似する名称が使用されてい

るものや、同一の相談業務でありながら異なった複数の名称が使用されているものがみられる（表

３）。 

表３ 類似又は複数の名称が使用されている相談業務 

  相談業務の名称 № 

類似する名称が 

使用されている 

相 談 業 務 

相続・遺言・成年後見相談（司法書士）、相続・遺言・成年後見相談（行政書士） 4,5 

東日本大震災被害者支援のための避難者相談、東日本大震災避難者支援総合相談 9,11 

女性のための総合相談（ハロー・ウィメンズ１１０番）、女性相談 14,17 

こども教育相談、教育相談 20,49 

思春期保健相談、思春期保健電話相談、思春期相談 23,26,44 

複数の名称が 

使用されている 

相 談 業 務 

外国人窓口相談、外国人市民相談、外国人相談 8 

川崎市住宅相談、住まいのリフォームから新築工事相談 30 

動物健康電話相談、アニマルフレンドコール、動物専用相談 37 

インターネット問題相談、市立学校インターネット問題相談 48 

 

 

 

６ 相談環境 

面談を行う相談場所については、相談室、相談ブース、相談カウンター、その他の場所に分類さ

れる。その他の場所としては、会議室、応接スペース、区役所のロビーなどがある（表４）。 
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表４ 相談場所の状況 

（電話のみによる相談業務は記載していない。） 

 

（注１） 相談内容により会議室等へ案内  

（注２） 川崎区及び多摩区は地域振興課ブース、他の区は区役所ロビーを利用 

（注３） 事務室内応接スペースを利用 

 

 

相談業務の名称 No 相談室 
相談ブース

① 

相談ブース

② 
カウンター その他 

市民相談 1  ○  ○  

法律相談（先着順・予約制） 2  ○    

クレジット・サラ金相談 3  ○    

相続・遺言・成年後見相談（司法書士） 4  ○    

相続・遺言・成年後見相談（行政書士） 5  ○    

宅地建物相談 6  ○    

行政相談 7  ○    

外国人窓口相談 8  ○ ○   

東日本大震災被災者支援のための避難者相談 9    ○  

税務相談（税務相談員による相談） 
10 

 ○  ○  

税務相談（税理士税務相談）  ○    

東日本大震災避難者支援総合相談 11     ○（注１） 

犯罪被害者等支援相談 12     ○（注１） 

交通事故相談（専門相談員） 
13 

 ○    

交通事故相談（弁護士相談）  ○    

女性のための総合相談（ハロー・ウィメンズ１１０番） 14 ○     

再就職のための個別キャリア相談 15     ○（注１） 

人権相談 16  ○    

女性相談 17  ○    

発達相談 18 ○     

家庭児童相談 19  ○    

こども教育相談 20  ○    

母子福祉センターサン・ライヴ就業相談 21 ○     

母子福祉センターサン・ライヴ生活相談 22 ○     

思春期保健相談 23  ○    

児童相談 24 ○     

消費生活相談 27   ○   

キャリアサポートかわさき総合相談 28   ○   

かわさき若者サポートステーション 29   ○   

川崎市住宅相談（住まいのリフォームから新築工事相談） 30  ○(注２)   ○（注２） 

労働相談 31  ○    

シルバー人材・いきいき相談 33  ○    

認知症コールセンター～サポートほっと～ 34     ○（注３） 

禁煙相談 35  ○    

医療安全相談 36 ○     

障害者相談（障害者生活支援センター） 38 ○     

かわさき障害者 110 番 39 ○     

ろうあ者相談（難聴者相談） 40 ○ ○    

社会的ひきこもり相談 43 ○     

思春期相談 44 ○     

まちづくり相談 45  ○  ○  

ＮＰＯ住宅相談(住宅相談・マンション管理相談) 46    ○  

がん相談 47 ○     

教育相談 49 ○     

特別な教育的ニーズのある児童生徒の就学相談、教育相談 50 ○     

来所面接相談 51 ○     
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相談室は、完全に外部と区切られた個室で、利用者の声が外に漏れたり、利用者の姿が他人に

見られることもなく、照明や空調も整備されているなど、質の高い相談環境が保たれている（写

真３）。 

相談ブース①は、間仕切りされた小部屋で、市役所や区役所などの相談場所はこれに該当する。

建築基準法や消防法の規制により上部に開口部があるため、利用者の声などが外に漏れたり、間

仕切りがすりガラスで利用者のシルエットが透けて見えるものもある。照明や空調はおおむね整

備されている（写真４）。 

相談ブース②は、パーテーションや衝立で仕切られた場所に机と椅子が設置された簡易な相談

スペースである（写真５）。 

相談カウンターは、相談窓口にカウンターと椅子が設置されたものである（写真６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真３ 個室となっている相談室 

 
写真４ 間仕切りされた相談ブース① 
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７ 相談記録 

（１）様式 

    相談の終了後、相談員から提出された相談記録は所管部署などで保管されている。相談記録の

様式には、主に相談日、相談時刻、相談方法、相談員、利用者名などを記載する欄が設けられて

いる。 

    ５３業務のうち、本市が実施する４９業務について確認したところ、相談記録の様式が要綱等

で定められているものは１９業務であった。また保存期間については、おおむね公文書管理規則

に基づき決定されており、１年間であるものが８業務、２年間であるものが１業務、３年間であ

るものが１業務、５年間であるものが３７業務、指定管理期間満了時に指定管理者と協議するも

のが２業務である（表５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真５ パーテーションで仕切られた相談ブース② 

写真６ 事務室内に設置された相談カウンター 
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   表５ 相談記録の様式の規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
△：居住区までの記入 （注）独自の様式を使用  Ｎ：指定管理期間満了時に市と指定管理者が協議 

 

 

相談業務の名称 No 

根
拠
規
定 

相
談
日 

相
談
時
刻 

相
談
方
法 

相
談
員 

利
用
者 
名 

年
齢
等 

性
別 

住
所 

相
談
内
容 

対
応
結
果 

保
存
期
間
(年)

市民相談 1 ○ ○ ○ ○ ○    △ ○ ○ １ 

法律相談（先着順・予約制） 2 ○ ○   ○    △ ○ ○ ５ 

クレジット・サラ金相談 3 ○ ○ ○ ○ ○    △ ○ ○ ５ 

相続・遺言・成年後見相談（司法書士） 

（ 法書 ）
4 ○ ○ ○ ○ ○    △ ○ ○ ５ 

相続・遺言・成年後見相談（行政書士） 

（行政書 ）
5 ○ ○ ○ ○ ○    △ ○ ○ ５ 

宅地建物相談 6 ○ ○ ○ ○ ○    △ ○ ○ ５ 

外国人窓口相談 8  ○  ○ ○ ○  ○ ○ ○  ５ 

東日本大震災被災者支援のための避難者相談 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ ５ 

税務相談 10 ○ ○ ○  ○    ○ ○ ○ １ 

東日本大震災避難者支援総合相談 11  ○ ○ ○ ○ ○    ○  ５ 

犯罪被害者等支援相談 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

交通事故相談 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

女性のための総合相談 14  ○ ○  ○ ○ ○   ○ ○ Ｎ 

再就職のための個別キャリア相談 15  ○   ○ ○ ○  ○ ○ ○ Ｎ 

女性相談 17  ○ ○  ○ ○ ○  ○ ○ ○ ５ 

発達相談（利用申込時の問診票） 18      ○ ○ ○  ○  ５ 

家庭児童相談 19  ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

こども教育相談 20  ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

母子福祉センターサン・ライヴ就業相談 21  ○ ○  ○ ○ ○  ○ ○  ３ 

母子福祉センターサン・ライヴ生活相談 22  ○  ○  ○   ○ ○ ○ ５ 

思春期保健相談 23 ○ ○ ○  ○ ○  ○ △  ○ ５ 

児童相談 24 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

児童・青少年電話相談 25 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

思春期保健電話相談 26 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

消費生活相談 27 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ５ 

キャリアサポートかわさき総合相談 28  ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １ 

かわさき若者サポートステーション 29  ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

川崎市住宅相談（住まいのリフォームから新築工事相談） 30  ○   ○ ○   ○ ○ ○ ５ 

労働相談 31 ○ ○ ○ ○ ○    △ ○ ○ ５ 

老人福祉電話設置相談 32  ○ ○  ○ ○      ５ 

認知症コールセンター～サポートほっと～ 34  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

禁煙相談（注） 35            ５ 

医療安全相談 36  ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

動物健康電話相談 

（ ）
37 ○ ○ ○  ○ ○   ○ ○ ○ ２ 

障害者相談（障害者生活支援センター）（注） 38            ５ 

かわさき障害者 110 番 39  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

ろうあ者相談 40  ○   ○ ○    ○  ５ 

ほっとらいん（自死遺族相談） 41  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

こころの電話相談 42  ○ ○  ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ５ 

社会的ひきこもり相談 43  ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

思春期相談 44  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ５ 

まちづくり相談 45  ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ５ 

がん相談 47 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ５ 

インターネット問題相談 48 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ １ 

教育相談 49  ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ５ 

特別な教育的ニーズのある児童生徒の就学相談、教育相談 50  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １ 

来所面接相談 51  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １ 

電話相談 52  ○ ○  ○  ○ ○  ○ ○ １ 

24 時間いじめ電話相談 53  ○ ○  ○  ○     １ 
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（２）保管状況 

    相談記録は、相談カードや記録紙により保管されているものが大部分であるが、一部の相談業

務では電子媒体にも保管されている。 

相談記録は、書類の場合には相談の日付順に書類ファイルに綴られて、鍵付きの書庫や収納ロ

ッカーなどで保管されているものが多い（写真７）。ただし、一部の相談業務ではオープン型の

ラックや相談員の机の引出しなどに保管されている（写真８）。電子媒体の場合には、所管部署

や委託業者のパソコンからのみ接続できるコンピュータ内に保管されている。 

相談記録は、個人情報に関する書類として慎重に取り扱われており、原則として関係部署以外

が利用することはない。また、相談記録の保存期間は相談業務ごとに定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真８ オープン型のラックに保管されている相談記録 

（※ 画像の一部を修正） 

写真７ 鍵付きのロッカーに保管されている相談記録 

 

資料８ 相談記録様式の例（市民相談事務処理要綱に基づく相談業務） 
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８ 相談員 

（１）相談員の資質の確保  

相談員は、正規職員や非常勤嘱託員のほか、弁護士会や司法書士会などの法人から契約や協定に

基づいて派遣される専門家、委託契約受託者や指定管理者が雇用する者などが充てられている。 

本市の非常勤嘱託員は、所管部署等において、相談業務に必要な資格・免許や知識・経験等を有

する者が書類審査や面談などの選考を経た上で任用されている。 

弁護士会や司法書士会などから派遣される相談員は、当該法人に所属する有資格者である。 

業務委託や指定管理者による相談業務では、契約仕様書などで相談員として必要な資格・経験等

を定めた上で、これを有する者が充てられている場合が多い。 

表６に示す資格・経験等を有する者が相談に従事しているか確認したところ、適切な資格・経験

等を有する者が従事していた。また、資格・経験等が規定されていない相談業務においても、業務

の遂行に必要と思われる資格・経験等を有する者が相談員となっていた。 

 

№ 相談業務の名称 資格・経験等※ 

1 市民相談 業務に必要な知識・経験等を有する者 

2 法律相談（先着順・予約制） 横浜弁護士会川崎支部に所属する弁護士 

3 クレジット・サラ金相談 神奈川県司法書士会川崎支部に所属する司法書士 

4 相続・遺言・成年後見相談（司法書士） 神奈川県司法書士会川崎支部に所属する司法書士 

5 相続・遺言・成年後見相談（行政書士） 神奈川県行政書士会川崎南支部・川崎北支部に所属する行政書士 

6 宅地建物相談 神奈川県宅地建物取引業協会川崎南支部・川崎中支部・川崎北支部協会員 

7 行政相談 行政相談委員 

8 外国人窓口相談 業務に必要な知識・経験等を有する者 

9 東日本大震災被災者支援のための避難者相談 （注） 

10 税務相談①税務相談員②税理士相談 ①業務に必要な知識・経験等を有する者②税理士 

11 東日本大震災避難者支援総合相談 心身ともに健康で職務を遂行できる者 

12 犯罪被害者等支援相談 心身ともに健康で職務を遂行できる者 

13 交通事故相談①専門相談員②弁護士相談  ①業務に必要な知識・経験等を有する者②弁護士 

14 女性のための総合相談（ハロー・ウィメンズ 110 番） 
社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士、保健師、その他業務に必要な知識・

経験を有する者 

15 再就職のための個別キャリア相談 キャリアカウンセラー、社会保険労務士 

16 人権相談 人権擁護委員 

17 女性相談 社会福祉士、精神保健福祉士 他 

18 発達相談 
社会福祉士、精神保健福祉士、介護支援専門員、臨床心理士、その他就労支援支

援員、看護師 他 

19 家庭児童相談 
児童福祉、社会福祉、児童学、心理学、教育学、社会学等の学科を卒業した者、

社会福祉主事として 2年以上児童福祉に従事した者 他 

20 こども教育相談 教員免許、幼稚園教諭免許、又はそれに準ずる者 

21 母子福祉センターサン・ライブ就業相談 （注） 

22 母子福祉センターサン・ライブ生活相談 （注） 

23 思春期保健相談 医師、助産師、保健師 

24 児童相談 児童福祉司たる資格を有する者、豊富な経験を有する者等 

25 児童・青少年電話相談 児童福祉司たる資格を有する者、豊富な経験を有する者等 

表６ 相談員の資格・経験等 
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26 思春期保健電話相談 助産師、看護師等 

27 消費生活相談 
消費生活専門相談員資格、消費生活アドバイザー、消費生活コンサルタント養成

講座修了者 他 

28 キャリアサポートかわさき総合相談 （注） 

29 かわさき若者サポートステーション 臨床心理士 他 

30 
川崎市住宅相談（住まいのリフォームから新

築工事相談） 
川崎市住宅相談運営委員会から推薦された者 

31 労働相談 業務に必要な知識・経験等を有する者 

32 老人福祉電話設置相談 業務に必要な知識・経験等を有する者 

33 シルバー人材・いきいき相談 － 

34 認知症コールセンター ～サポートほっと～ （注） 

35 禁煙相談 （注） 

36 医療安全相談 （注） 

37 動物健康電話相談（アニマルフレンドコール） 川崎市及び社団法人川崎市獣医師会が適当と認めた者 

38 障害者相談（障害者生活支援センター） 社会福祉士、精神保健福祉士、看護師、保健師の実務経験者 他 

39 かわさき障害者 110 番 社会福祉士又は社会福祉に関する経験者 

40 ろうあ者相談（難聴者相談） 手話通訳士、社会福祉士、精神保健福祉士 他 

41 ほっとらいん（自死遺族相談） （注） 

42 こころの電話相談 業務に必要な知識・経験等を有する者 

43 社会的ひきこもり相談 業務に必要な知識・経験等を有する者 

44 思春期相談 業務に必要な知識・経験等を有する者 

45 まちづくり相談 業務に必要な知識・経験等を有する者 

46 
ＮＰＯ住宅相談  

（住宅相談・マンション管理相談） 
－ 

47 がん相談 業務に必要な知識・経験等を有する者 

48 インターネット問題相談 （注） 

49 教育相談 （注） 

50 
特別な教育的ニーズのある児童生徒の就学

相談、教育相談 
教員経験者、臨床心理士 他 

51 来所面接相談 臨床心理士、児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識経験を有する者 

52 電話相談（一般電話相談・こども電話相談） 教員経験者 

53 24 時間いじめ電話相談 教員経験者、臨床心理士、大学院修士課程の修了者で 1年以上の実務経験等 

※  資格・経験等は、主なものを記載した。   

（注）要綱や契約仕様等に相談員の資格・経験等の規定がない。 

 

（２）相談員の研修 

相談員の研修は、所管部署、受託者、指定管理者等により、所属する相談員に対して、内部での

集合研修等のほか、外部機関が行う専門研修への派遣などが行われている。ただし、一部の相談業

務では行われていない（巻末別表「相談員への研修」欄参照）。 
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９ 区役所での相談 

区役所においては、市民に身近な相談業務が数多く実施されており、５３業務のうち２７業務がこ

れに該当する（表７）。そこで、区役所で実施されている相談業務（以下「区民相談」という。）につ

いて、その概要、利用案内、相談場所及び相談環境を特に記載することとする。 

 

 

 

 

 

相談業務の名称 № 川崎区 幸 区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 

市民相談 1  ●＊ ● ● ● ● ● ● 

法律相談（先着順） 
２ 

● ● ● ● ● ● ● 

法律相談（予約制） ‐ ‐ ‐ ● ‐ ● ‐ 

クレジット・サラ金相談（予約制） ３ ● ‐ ● ‐ ‐ ● ‐ 

相続・遺言・成年後見相談(司法書士) ４ ● ‐ ● ● ● ● ● 

相続・遺言・成年後見相談(行政書士) ５ ● ● ● ● ● ● ● 

宅地建物相談 ６ ● ‐ ● ‐ ‐ ● ● 

行政相談 ７ ● ● ● ● ● ● ● 

外国人窓口相談 8 ● ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ● 

東日本大震災被災者支援のための避難者相談 9 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

税務相談（税務相談員相談） 
10 

〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 

税務相談（税理士相談） ● ● ● ● ● ● ● 

東日本大震災避難者支援総合相談 11 ‐ ‐ 〇 ‐ ‐ ‐ ‐ 

交通事故相談（専門相談員相談） 
13 

‐ ‐ ‐ ● ‐ ‐ ‐ 

交通事故相談（弁護士相談 予約制） ‐ ‐ ● ‐ ‐ ‐ ‐ 

人権相談 16 ● ● ● ● ● ● ● 

女性相談 17 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

家庭児童相談 19  〇＊＊ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

こども教育相談 20  〇＊＊ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

思春期保健相談 23 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

消費生活相談（予約制） 27 ‐ ‐ ● ● ‐ ● ‐ 

キャリアサポートかわさき 就業マッチング （予約制） 28 ● ‐ ‐ ‐ ‐ ○ ‐ 

川崎市住宅相談(住まいのリフォームから新築工事相談) 30 ● 〇 〇 〇 〇 ● 〇 

労働相談 31 ‐ ‐ ● ‐ ‐ ‐ ‐ 

シルバー人材・いきいき相談 33 ‐ ‐ ● ● ● ● ● 

禁煙相談 35 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

ろうあ者相談 40 ● ‐ ‐ ● ● ● ● 

社会的ひきこもり相談 43 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

思春期相談 44 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

まちづくり相談 45 ‐ ‐ ‐ ● ● ● ● 

(注)・ 平成２４年度行政監査期間中、区役所で実施されているものを掲載した。  

・ ●は地域振興課の相談ブース、〇はその他の場所で行われている相談業務である。 

・*は支所区民センターでも実施している。 

・**は地区健康福祉ステーションでも実施している。 

 

表７ 各区役所の相談業務実施状況（平成２４年度） 
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（１）概要 

区役所地域振興課及び支所区民センターでは、相談の総合案内、日常生活での困りごとなどの

相談が行われている。また、各区役所地域振興課では、このほかに専門知識が必要な１４業務が

実施されており、広報、受付、相談記録の管理、総務局市民情報室市民の声担当への実施状況の

報告などが行われている。 

これらの相談以外にも、保健福祉センターやこども支援室等でも相談業務が行われている。 

 

（２）相談環境 

区役所では、地域振興課に４か所（川崎区及び幸区は３か所）の相談ブースがあるほか、保健

福祉センター、こども支援室、地区健康福祉ステーションにも独自の相談ブースがある。支所区

民センターには相談ブースはなく、受付カウンターで対応しているが、相談内容によっては会議

室に案内することもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区役所の相談ブースは消防法や建築基準法の規定により上部が開口されているため、話し声が

完全に遮断される構造にはなっていない。また、一部の区役所では、相談ブース内に空調の吹出

口がなく、季節によっては温度調節が十分にできない場合もある。 

庁舎内には専用の待合室がなく、利用者は自分の順番が来るまで相談場所付近で待機している

ことがある。なお、先着順の法律相談の実施日には、相談ブース近くに椅子を置いた簡易な待合

スペースを設けたり、会議室等を待合室として確保している区役所もある。 

 

（３）利用案内 

区役所の利用案内は、区ホームページ、市民便利帳、パンフレットなどで行われている。 

高津区を除く区ホームページでは、地域振興課の相談ブースを使用して行われる相談業務のみ

が「区民相談」として利用案内されている（資料９）。保健福祉センターやこども支援室など区

役所庁舎内の他の相談ブースで行われているものは、「区民相談」のページでは確認できない。

写真９ 地域振興課の相談ブース 
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なお、高津区ホームページでは、「区民相談」と「健康に関する相談」の利用案内がされている。 

市民便利帳の「区役所での相談」では、地域振興課の相談ブースを使用して行われる１５業務

が掲載されている（資料１０）。他のページには、「健康に関する相談」、「医療・保健・福祉に関

する相談」、「アスベストに関する相談」、「子育ての支援・相談」、「障害のある人の相談」、「ペッ

トの飼い方相談」など区役所の他の部署の利用案内が掲載されている（資料１１）。 

市政だよりでは、地域振興課の相談ブースで行われている１５業務（№１～７、１０、１３、

１６、３０、３１、３３、４０、４５）が年１回、全市版に掲載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※画面展開： トップページ ⇒ 川崎区トップページ  ⇒ くらしのガイド ⇒  相談 ⇒ 川崎区 区民相談） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料９ 区ホームページの利用案内（川崎区） 
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資料１０ 市民便利帳の「区役所での相談」の利用案内 

 

資料１１ 市民便利帳の女性・健康・福祉等の相談の利用案内 
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１０ 予算の執行状況 

５３業務に係る事業費は、報酬、共済費、報償費、需用費、役務費、委託料などとして執行されて

いる。また、委託料のうち業務委託及び指定管理の状況は次のとおりである。 

（１）業務委託 

５３業務のうち１７業務が委託により行われており、受託者は弁護士会や司法書士会などの法人、

社団法人、ＮＰＯ法人、株式会社となっており、全ての相談業務が随意契約である（表８）。 

キャリアサポートかわさき総合相談（№２８）と障害者相談（障害者生活支援センター）（№     

３８）では、委託業者の選定に際して、当該業務に係る実施体制、実施方針、提案等に関するプロ

ポーザル（企画提案書）の提出を受けて、最も高い評価を得た者を委託先として決定するプロポー

ザル方式が採用されている。 

相談業務の内容、相談員の資格、相談時間、相談記録及び個人情報の取扱いなどは、契約書や仕

様書により取決めがなされ、一定期間の業務が終了すると、受託者から業務完了届や業務報告書な

どの提出があり、所管部署が検査確認や履行確認などを行った上で委託料が支払われている。 

区役所地域振興課の相談ブースを使用して行われた相談業務では、原則として、相談員から相談

記録が提出されている。 
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（２）指定管理 

５３業務のうち５業務は、公益財団法人、株式会社、社会福祉法人及びＮＰＯ法人の公の施設の

指定管理者により行われている（表９）。 

相談業務の内容、相談員の資格、相談時間、相談記録及び個人情報の取扱いなどは、協定書や仕

様書等により取決めがなされ、所管部署では業務の履行状況や相談記録などを確認している。なお、

表８ 業務委託の状況 
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相談記録はいずれも、当該公の施設内において、指定管理者により管理されている。 

 

 表９ 指定管理の状況 
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第３ 監査の結果 

本市をはじめ出資法人や指定管理者が実施する相談業務の数は１００を超えており、重要な市民サ

ービスの一つとして、様々な分野で幅広く実施されている。今回の監査では、特に市民に身近で代表

的なものとして抽出した５３業務について「第１ 監査の概要 ６ 監査の主な着眼点」や関係法令等

にのっとり、相談業務が適正かつ効率的に実施されているかについて、関係書類の審査、関係職員か

らの聴取・意見交換、現地調査を行うとともに他の自治体との比較等を行った。 

その結果、おおむね適正に執行されていると認められたが、次のとおり改善措置又は検討を要する

事項があった。さらに、抽出されなかった他の相談業務についても、今回の監査結果を参考に業務の

検証に努められたい。 

 

１ 全般的・共通的事項 

（１） 総合的な調整機能について 

本市では、相談業務について、総務局市民情報室市民の声担当が一定の総合案内や調整機能を

担っているものの、全庁的な相談業務の運用に係る調整をはじめ、総合的な広報の実施、さらに、

相談の内容、対象、時間、場所、相談員などについて関連部署での情報の共有化などの総合的な

調整機能までは担っていない。 

例えば、総合的な広報が実施されれば利用を希望する市民の利便性が高まり、相談業務に関す

る情報が共有化されれば市民からの問い合わせに対する円滑な対応に資するものと考える。 

ついては、本市が実施する相談業務の全体を把握し、より効率的、効果的な相談業務の実施に

向けて、総合的な調整機能の必要性について検討されたい。 

（２） 実施基準の整備について 

監査対象である５３業務の実施基準を確認したところ、「第２ 相談業務の現況 ２ 相談業務の

実施基準」のとおりであり、一部において十分に整備されていないものがあった。相談業務の実

施に当たっては、少なくとも業務の目的、対象者、相談内容の範囲、相談員の資格、実施日時、

場所、相談記録などの基本的事項について、規程等を定めて整備しておくことが望ましいと考え

る。基本的事項を明確にすることは、利用者に対し平等で一定水準のサービス提供の維持にもつ

ながり、利用者にとっても利用しやすいものになるとともに、相談員にとっても的確なサービス

の提供がしやすくなるものと考える。 

ついては、相談業務に関する実施基準が整備されていないものについて、その整備を行われた

い。 

（３） 利用者の満足度、市民ニーズの把握について 

利用者の満足度を直接測ることは、相談の内容、結果の深刻さ、プライバシーへの配慮などを

考えると難しい課題である。しかし、利用者の満足度が把握できれば、さらに充実した相談業務

が行えるので、その把握方法について検討されたい。 

また、市民がどのような相談窓口を求めているかといったことについても、市が実施している

市民アンケート等を活用するなどして、市民ニーズの把握に努められたい。 

（４） 市民への利用案内について 
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① 利用案内について 

相談業務に関する利用の案内は、市ホームページ、市民便利帳、市政だより、川崎市相談の 

御案内などが中心となっており、「第２ 相談業務の現況 ４ 利用案内 （１）本市の利用案内」

のとおり行われていた。しかしながら、一部の相談業務においては利用案内がされていなかっ

た。 

利用者の利便性を向上させるとともに、市がどのような相談業務を行っているかを幅広く周

知し、ＰＲする効果も期待できるので、相談業務に関する総合的な利用案内は必要なものと考

えられる。 

なお、相談業務の利用案内に先進的と考えられる都市を調査した結果は、「第２ 相談業務の

現況 ４ 利用案内 （２）他都市の利用案内」のとおりである。 

ついては、他の都市の状況等も参考に、利用者の利便性をより向上させるための利用案内に

ついて検討されたい。 

② 案内表示について 

相談窓口の案内表示についてみたところ、大部分の相談業務では、建物の正面玄関やエレベ

ーターホール、廊下などに相談窓口へ誘導するための案内表示があり、受付カウンターや相談

ブースの入口付近には相談名称や相談時間が表示されていた。しかしながら、市役所庁舎内の

まちづくり相談や区役所の市税証明発行コーナーにおける税務相談では、案内表示が見当たら

なかった。 

ついては、早急に案内表示を設置されたい。 

③  相談名称について 

市ホームページ、市民便利帳、チラシ・パンフレットなどの広報媒体を確認したところ、「第

２ 相談業務の現況 ５ 相談業務の名称 表３」のとおり、一部の相談業務においては複数の異

なった名称が使用されていた。 

ついては、利用者が混乱しないよう、分かりやすい名称に整理して使用されたい。 

（５） 個人情報の保護と管理について 

①  プライバシーへの配慮について 

相談ブースなど相談場所における利用者のプライバシーの確保についてみたところ、「第２ 

相談業務の現況 ６ 相談環境」のとおり、相談環境の整備状況は様々であったが、一部におい

ては資料コーナーに隣接していたり、事務室内に声が響くなど改善が必要と考えられる場所が

あった。 

特にプライバシーへの配慮が必要と思われる相談業務においては、相談内容が外に漏れたり、

相談の様子が他の市民から見られたりしないようにするとともに、待合場所についても配慮が

求められる。 

ついては、待合場所も含めて利用者が安心して相談が受けられるよう可能な限り環境の整備

を行われたい。 

②  相談記録の管理について 

相談記録の管理状況についてみたところ、一部の相談業務において、相談記録のファイルが
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市民の目につきやすい書棚やオープン型のラックに保管されていた。 

相談記録は重要な個人情報であるので厳重な管理が求められる。 

ついては、利用者が安心して相談を受けられるよう、相談記録の適正な管理について再確認

を行われたい。 

③  民間事業者等の管理する相談記録について 

民間事業者等に委託している相談業務の契約内容を確認したところ、履行期間満了時の当該

相談業務に係る相談データの返却、引継ぎ、不要となったデータの消去などについて、明文の

規定のないものが見受けられた。 

ついては、個人情報の適切な管理の面から、相談データの取扱いが適確になされるよう、契

約条項、仕様書等に明記するとともに、その履行確認を適切に行われたい。 

 

２ 区役所における相談業務について 

（１） 区民相談について 

区役所においては、監査の対象とした５３業務のうち、「第２ 相談業務の現況 ９ 区役所での

相談 表７」のとおり、２７業務（以下「区民相談」という。）が実施されていた。 

各区役所のホームページにおいて、区民相談の利用案内をみたところ、「同 資料１０ 区ホー

ムページの利用案内」のとおりであった。利用案内がされている相談業務は、多くの区役所にお

いて地域振興課の相談ブースで実施されているものに限られ、保健福祉センターやこども支援室

での相談業務は「区民相談」として利用案内されていなかった。 

また、市民便利帳においても「区役所での相談」が掲載されているが、この中にも区役所内で

実施されていながら「区民相談」として取り扱われていないものがあった。 

身近な区役所での相談業務は、重要な市民サービスの一つであり、相談の種類や利用件数も多

いことからより効果的な運用が望まれる。 

なお、他の都市では年間全ての相談業務を分野別・月別に「相談日カレンダー」で利用案内し

ているところもあった。 

ついては、「区民相談」の位置付けなどを整理するとともに、区役所で実施されている全ての相

談業務の情報が、利用を希望する市民に対して、分かりやすく適確に伝わるような手法について

検討されたい。 

（２） 相談ブースの有効活用について 

平成２４年４月の１か月間における地域振興課の相談ブースの利用状況を調べたところ、最も

利用率が高い区では８０％を超えていたが、５つの区で利用率が５０％を下回り、最も利用率の

低い区では１３．３％となっていた。 

地域振興課の相談ブースは、プライバシーに配慮されて相談環境が整ったものが多いことから

も、他の相談業務を行う所管部署と利用の共有化を図るなど、積極的に貸出しを行うことも必要

と考える。 

ついては、相談ブースの有効活用について検討されたい。 

３ 個別的事項 
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（１） 行政相談（№７） 

行政相談は、行政相談委員法（昭和４１年法律第９９号）に基づき、総務大臣から委嘱された 

行政相談委員が国の行政機関等の業務に対する苦情の相談に応じるものである。また、同法によ

ると、行政相談委員は国から報酬を受けず、その業務を遂行するために要する費用の支給のみを

受けることができるとされている。 

本市における行政相談委員は、国からの依頼に基づき本市が推薦した２１人の市民で構成され

ており、窓口は横浜市内にある総務省関東管区行政評価局神奈川行政評価事務所に常設されてい

る。本市における相談は、各区役所地域振興課の相談ブースを使用して月１回３時間の定例相談

が実施されており、平成２３年度の相談件数は１０件であった。 

相談内容は、行政相談委員謝礼金支払基準内規（１６川市相サ第１６２号 市民局長専決）によ

り、市政、県政、国政に限定せずに、市民の相談全般に応じることとされ、この相談活動への謝

礼として年間１万円を支給することとされている。 

相談記録について確認したところ、行政相談委員が総務省の行政評価事務所に直接郵送してお

り、本市では相談内容を把握していなかった。また、川崎市相談の御案内などでも、行政相談の

内容は国の行政機関等の業務に関する意見、要望とされていることから、市民の相談全般に応じ

ている実態は確認できなかった。 

ついては、相談の実態を確認するとともに、行政相談の役割について再検討し、必要な見直し

を行われたい。 

（２） 人権相談（№１６） 

人権相談は、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）に基づき法務大臣から委嘱された

人権擁護委員が、差別、虐待、パワーハラスメントなど様々な人権問題についての相談に応じ、

人権侵犯事件の調査、情報の収集等を行うものである。 

同法によると、人権擁護委員は、市町村長が議会の意見を聞いて候補者を法務大臣に対し推薦

しなければならないとされ、本市においては４２名の候補者が推薦され、委嘱されている。また、

人権擁護委員に給与は支給されず、その職務を行うために要する費用の弁償を受けることができ

るとされている。 

人権相談の窓口は、法務省横浜地方法務局川崎支局に常設されている。本市における相談は、

各区役所地域振興課の相談ブースを使用して月１回３時間の定例相談が実施されており、平成 

２３年度の相談件数は２３件であった。 

人権擁護委員に対する取扱いについてみたところ、明確な根拠規定がないまま年間１万円の謝

礼金が支払われていた。また、相談記録について確認したところ、人権擁護委員が横浜地方法務

局に直接郵送しており、本市では相談件数の報告を受けるのみで相談内容を把握していなかった

ことから、本市が行う相談として謝礼金を支払う合理的な理由は確認できなかった。 

ついては、人権相談における本市の担うべき役割や謝礼金の支払いについて検討されたい。 

（３） 女性相談（№１７） 

女性相談は、女性の生活全般に関する相談業務であり、配偶者、恋人等からの暴力、いわゆる

ＤＶ問題に関する相談などを行っている。相談は、市民・こども局こども本部こども支援部こど
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も福祉課が一括して任用している非常勤嘱託員である女性相談員が行っており、各区保健福祉セ

ンター保健福祉サービス課に１名ずつ配置されている（川崎区を除く。）。 

女性相談員の勤務時間は、女性相談員設置要綱第１３条第２項に「業務上必要が生じた場合に

おいて、こども福祉課長と当該相談員が設置された区役所の保健福祉センター保健福祉サービス

課長との協議により、前項の勤務時間を１週２８時間４５分の範囲内で変更できる。ただし、１

日の勤務時間は７時間４５分を超えない範囲内で定めることとする。」と規定されている。 

女性相談員の勤務状況について確認したところ、ＤＶ被害を受けている女性を追跡、暴行等か

ら保護するための夜間緊急対応等が必要なため、同要綱第１３条第２項の規定による勤務時間の

変更が、平成２３年度では１人当たり年間で７６時間から３６３時間に及ぶ状況であった。さら

に、同項に規定する勤務時間を超えた例もみられた。 

ついては、相談業務が適切に運営されるための体制づくりに直ちに取り組まれたい。 

（４） 川崎市住宅相談（住まいのリフォームから新築工事相談）（№３０） 

川崎市住宅相談は、川崎市住宅相談運営要綱に基づき、次の事項について行われている。 

① 住宅及びその附帯設備等の修理、増築、改築、新築等（以下「住宅の修理等」という。）に関

すること。 

② 住宅の修理等に要する費用に係る各種融資制度等の説明に関すること。 

③ 住宅の修理等に関し業者の紹介又は現地調査のための派遣に関すること。 

相談は、区役所では毎月１回、川崎市生活文化会館（てくのかわさき）では毎月２回実施され

ており、相談員に１回１万円の謝礼が支払われている。 

相談記録について確認したところ、記録が一部に限られ相談内容が認識できないものがあった。

相談記録は相談事業の検証を行う際に重要な資料となるものであるため、適切に記録させること

とされたい。 

相談記録の内容を確認したところ、市営住宅の相談のため対応ができなかった旨の記載がある

ものがあった。住宅相談という名称からは幅広く住宅に係る相談に対応するようにもみえるため、

利用者及び相談員の便益に資するよう相談内容の適切な周知などに努められたい。 

また、相談記録には、相談が相談員の業者としての業務になるかに着目されているような記載

があった。川崎市住宅相談運営要綱において、住宅の修理等に関し業者の紹介も相談業務とされ

ていることによるものと考えられる。相談業務においては利用者の問題の解決を図ることが第一

の目的とされるものであるので、相談業務の実態について確認するとともに、住宅相談が利用者

の問題解決にのみ注力されるよう必要な見直しを行われたい。 

（５） ２４時間いじめ電話相談（№５３） 

２４時間いじめ電話相談は、２４時間体制で児童・生徒や保護者からのいじめに関する相談に

対応するものであり、文部科学省からの「都道府県・指定都市教育委員会における教育相談窓口

の充実について（依頼）」（平成１９年１月１１日付け１８初児生第３５号文部科学省初等中等教

育局児童生徒課長発）により行われ、同省のスクールカウンセラー等活用事業として補助金が交

付されている。 

相談は、２４時間電話相談事業実施要綱に基づき実施されており、午前９時から午後６時まで
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は総合教育センター塚越分室に勤務する非常勤嘱託員が対応し、午後６時から翌朝９時までは業

務委託を受けたＮＰＯ法人が対応している。 

委託に係る相談業務についてみたところ、仕様書においては、夜間は４交代制としているが、

３交代制としていた事例や１人で対応していた事例があった。また、勤務地は川崎市総合教育セ

ンターとしているところ、相談員の自宅相談室で電話相談が行われていた事例があった。さらに、

相談記録についてみたところ、相談内容が記載されていない事例、簡単な記載に留まり相談内容

が認識できない事例などがあった。 

委託に係る相談業務の体制が充実するようにその管理を適切に行うとともに、相談記録は当該

相談に係る問題の解決や相談業務を効果的に運営するための参考となるものであることから、適

切に記録させることとされたい。 

相談業務の実施状況をみたところ、１２月２９日から１月３日までの期間は実施されていなか

った。「都道府県・指定都市教育委員会における教育相談窓口の充実について」は休日を含めた  

２４時間体制を求めており、近隣都市である東京都、神奈川県及び横浜市においては当該期間も

実施している。本相談業務は深刻化するいじめ問題に対して常時相談できることが要請されてい

ることから、実施体制の見直しを検討されたい。 

また、児童・生徒に対する周知方法についてみたところ、相談内容や相談窓口の電話番号を掲

載した広報カードを小学校３年生以下には配布していなかった。文部科学省が定めたスクールカ

ウンセラー等活用事業実施要領では、相談窓口の電話番号等を掲載した広報カードを、小学生、

中学生、特別支援学校の全児童・生徒へ配布することとされていること、いじめ問題は全ての児

童・生徒に起こりうることから、広報カードの配布対象について見直しを検討されたい。 

なお、本事業の実施については、近隣自治体と連携してコールセンターを運営することが効率

的であると考えられるため、利用者の利便性に配慮しながら、近隣自治体との連携の必要性につ

いても検討されたい。 


